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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
強い農業

づく り 事

業 

（ 稲麦大

豆産地整

備事業費

補助金、野

菜集団産

地整備事

業費補助

金、果樹産

地整備事

業費補助

金、花き 産

地整備事

業費補助

金、茶生産

団地整備

事業費補

助金、園芸

優良種苗

供給施設

整備事業

費補助金）  

市
町
村 

 
市町村等が強い農業づく

り 総合支援交付金交付等

要綱に基づいて行う 事業

を実施する に要する 経費

並びに農業者の組織する

団体等が同交付等要綱に

基づいて行う 事業を 実施

する に要する 経費につい

て市町村が補助する に要

する 経費 

 

 
 国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 
 

 
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象経費＞ 

１  産地競争力の強化 

⑴ 産地収益力の強化に向けた総合的推進 

ア 耕種作物小規模土地基盤整備 

( ア)  ほ場整備 

( イ )  園地改良 

( ウ )  優良品種系統等への改植・ 高接 

( エ)  暗き ょ 施工 

( オ)  土壌土層改良 

イ  耕種作物産地基幹施設整備 

( ア)  育苗施設 

( イ )  乾燥調製施設 

( ウ )  穀類乾燥調製貯蔵施設 

( エ)  農産物処理加工施設 

( オ)  集出荷貯蔵施設 

( カ)  産地管理施設 

( キ)  用土等供給施設 

( ク )  農作物被害防止施設 

( ケ)  生産技術高度化施設 

( コ )  種子種苗生産関連施設 

( サ)  有機物処理・ 利用等施設 

( シ)  油糧作物処理加工施設 

( ス )  バイ オディ ーゼル燃料製造供給施設 

ウ  農業廃棄物処理施設整備 

⑵ 産地合理化の促進 

ア 穀類乾燥調製貯蔵施設等再編整備 

イ  集出荷貯蔵施設等再編利用 

ウ  農産物処理加工施設等再編利用 

 
２  みどり の食料シス テム戦略の推進 

ア 耕種作物小規模土地基盤整備 

( ア)  ほ場整備 

( イ )  園地改良 

( ウ )  優良品種系統等への改植・ 高接  

( エ)  暗き ょ 施工 

( オ)  土壌土層改良 

イ  耕種作物産地基幹施設整備 

( ア)  育苗施設 

( イ )  乾燥調製施設 

( ウ )  穀類乾燥調製貯蔵施設 

( エ)  農産物処理加工施設 

( オ)  集出荷貯蔵施設 

( カ)  産地管理施設 

( キ)  用土等供給施設 

( ク )  農作物被害防止施設 

( ケ)  生産技術高度化施設 

( コ )  種子種苗生産関連施設 

( サ)  有機物処理・ 利用施設 

( シ)  油糧作物処理加工施設 

( ス )  バイ オディ ーゼル燃料製造供給施設 

ウ  農業廃棄物処理施設整備 

 
３  ス マート 農業の推進 

ア 耕種作物小規模土地基盤整備 

( ア)  ほ場整備 

( イ )  園地改良 

( ウ )  優良品種系統等への改植・ 高接  

( エ)  暗き ょ 施工 

( オ)  土壌土層改良 

イ  耕種作物産地基幹施設整備 

( ア)  育苗施設 

( イ )  乾燥調製施設 

( ウ )  穀類乾燥調製貯蔵施設 

( エ)  農産物処理加工施設 

( オ)  集出荷貯蔵施設 

( カ)  産地管理施設 

( キ)  用土等供給施設 

( ク )  農作物被害防止施設 

( ケ)  生産技術高度化施設 

( コ )  種子種苗生産関連施設 

( サ)  有機物処理・ 利用施設 

( シ)  油糧作物処理加工施設 

( ス )  バイ オディ ーゼル燃料製造供給施設 

ウ  農業廃棄物処理施設整備 

 
４  産地における 戦略的な人材育成の推進 

ア 耕種作物小規模土地基盤整備 

( ア)  ほ場整備 

( イ )  園地改良 

( ウ )  優良品種系統等への改植・ 高接  

( エ)  暗き ょ 施工 

( オ)  土壌土層改良 

イ  耕種作物産地基幹施設整備 

( ア)  育苗施設 

( イ )  乾燥調製施設 

( ウ )  穀類乾燥調製貯蔵施設 

( エ)  農産物処理加工施設 

( オ)  集出荷貯蔵施設 

( カ)  産地管理施設 

( キ)  用土等供給施設 

( ク )  農作物被害防止施設 

( ケ)  生産技術高度化施設 

 
 

 
強い農業づ

く り 総合支

援交付金交

付等要綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 
園芸農

産課 

<次ページへ続く > 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
強い農業

づく り 事

業 

（ 稲麦大

豆産地整

備事業費

補助金、野

菜集団産

地整備事

業費補助

金、果樹産

地整備事

業費補助

金、花き 産

地整備事

業費補助

金、茶生産

団地整備

事業費補

助金、園芸

優良種苗

供給施設

整備事業

費補助金）  
 

市
町
村 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
( コ )  種子種苗生産関連施設 

( サ)  有機物処理・ 利用施設 

( シ)  油糧作物処理加工施設 

( ス )  バイ オディ ーゼル燃料製造供給施設 

ウ  農業廃棄物処理施設整備 

 
ただし 、 以下の⑴から ⑶ま でに掲げる 場合は、 当該⑴から ⑶ま で

に定める 率と する 。  

⑴ 次のア又はイ に掲げる 場合 事業費の10分の４ 以内 

ア 稲（ 種子用を除く 。） を対象と し た育苗施設を整備する 際、

中山間地域等以外の地域が受益地区の過半を占める 場合 

イ  野菜を 対象と する 省エネルギーモデル温室のう ち内部設

備を整備する 場合 

⑵ 次のアから オに掲げる 場合 事業費の３ 分の１ 以内 

ア 乾燥調製施設（ 乾燥能力の設定を 米（ 種子用を除く 。） 以

外の作物で行う も のを除く 。） を整備する 際、 中山間地域等

以外の地域が受益地区の過半を占める 場合において当該施

設の建物、 集排じ ん設備、 処理加工施設、 副産物処理加工施

設及びこ れら の附帯施設の整備並びに基礎工事を行う 場合 

イ  米（ 種子用を除く 。） を対象と し た集出荷貯蔵施設を整備

する 際、 中山間地域等以外の地域が受益地区の過半を占める

場合において当該施設の建物、 集排じ ん設備及びこ れら の附

帯施設の整備並びに基礎工事を行う 場合 

ウ  野菜を対象と する 省エネルギーモデル温室のう ち、 温室本

体を整備する 場合 

エ 野菜を対象と する 種子種苗生産関連施設のう ち、 種子種苗

大量生産施設を整備する 場合 

オ 大豆を 対象と する 処理加工施設のう ち食品事業者が処理

加工機器を整備する 場合 

⑶ 次に掲げる 場合 事業費の10分の３ 以内 

受益が１ 経営体（ 法人） に限定さ れる 場合（ ただし 、 協業経

営は除く 。）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 

 
産地パワ

ーアッ プ

事業 

（ 産地生

産基盤パ

ワ ーアッ

プ事業費

補助金）  

市
町
村 

 
市町村等が 産地生産基

盤パワ ーアッ プ事業補

助金交付等要綱に基づ

いて行う 事業を実施する

に要する 経費並びに農業

者の組織する 団体等が同

実施要綱に基づいて行う

事業を実施する に要する

経費について市町村が補

助する に要する 経費 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜対象経費＞ 

１  基金事業 
ア 収益性向上対策 

( ア)  整備事業( 共同利用施設を除く )  
a 育苗施設 

b 乾燥調製施設 

c 穀類乾燥調製貯蔵施設 
d 農産物処理加工施設 

e 集出荷貯蔵施設 
f  産地管理施設 

g 用土等供給施設 

h 被害防止施設 
i  農業廃棄物処理施設 
j  生産技術高度化施設 

k 種子種苗生産関連施設 

l  有機物処理・ 利用施設 
( イ )  生産支援事業 

a 農業機械等の導入及びリ ース 導入 
b 生産資材の導入等 

c 施設運営に係る 専門家の招聘に要する 経費 

( ウ )  効果増進事業 
a 計画策定等に要する 経費 
b 技術実証に要する 経費 

イ  生産基盤強化対策 
( ア)  農業用ハウ ス の再整備・ 改修 
( イ )  果樹園・ 茶園の再整備・ 改修 

( ウ )  農業機械の再整備・ 改良 

( エ)  生産装置の継承・ 強化に向けた取組 
( オ)  生産技術の継承、 普及に向けた取組 

 
２  整備事業 

ア 収益性向上対策 
１ 基金事業のアの( ア) 整備事業と 同じ  

イ  生産基盤強化対策 
( ア)  生産技術高度化施設 
 

１ ア( ア) 及び２ に係る 経費のう ち、 稲を対象にし た共同育苗施設
を中山間地域等以外の地域において整備する 場合及びｊ の野菜を対
象と する 省エネルギー型モデル温室のう ち、 内部設備を整備する 場
合は4/10以内、 ｂ ・ ｅ に係る 経費のう ち、 中山間地域等以外の地域
において整備する 場合における 当該施設の集排じ ん設備、 処理加工
施設、 副産物処理加工施設及び建物並びにこ れら の附帯施設及び基
礎工事及びｊ に係る 経費のう ち野菜を対象と する 省エネルギー型モ
デル温室にあって温室本体を整備する 場合並びに( サ) に係る 経費
のう ち野菜を対象と する 種子種苗大量生産施設を整備する 場合は1/
3以内、 １ のイ の( エ) 及び( オ) は定額 
 
 
 
 
 
 
 

 
産地生産基

盤パワ ーア

ッ プ事業補

助金交付等

要綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 

 
園芸農

産課 

<前ページから の続き > 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
産地パワ

ーアッ プ

事業 

( 園芸産地

事業継続

強化対策

事業費補

助金)  

 

市
町
村 

 
市町村等が園芸産地にお

ける 事業継続強化対策補

助金交付等要綱に基づい

て行う 事業を実施する に

要する 経費並びに農業者

の組織する 団体等が同交

付等要綱に基づいて行う

事業を実施する に要する

経費について市町村が補

助する に要する 経費 

 

 
国間 

 
１  定額 

 
２  

⑴ 定額 

⑵ 事業 

費の 1/2 
以内 

 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜対象経費＞ 

１  園芸産地における 事業継続計画の検討及び策定、 非常時の協

力体制の整備 

 
２  園芸産地における 事業継続計画の実践 

⑴ 自力施工等の技能習得・ 災害復旧の実証 

⑵ 既存ハウ ス の補強等の被害防止対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
園芸産地に

おける 事業

継続強化対

策補助金交

付等要綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 

 
園芸農

産課 

  
産地パワ

ーアッ プ

事業 

（ 稲麦大

豆産地整

備事業費

補助金、野

菜集団産

地整備事

業費補助

金、果樹産

地整備事

業費補助

金、花き 産

地整備事

業費補助

金、茶生産

団地整備

事業費補

助金）  

市
町
村 

 
市町村等が産地生産基盤

パワ ーアッ プ事業補助金

交付等要綱に基づいて

行う 事業を 実施する に

要する 経費並びに事業

実施主体が同交付等要

綱に基づいて行う 事業

を 実施する に要する 経

費について市町村が補

助する に要する 経費 

 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜対象経費＞ 

⑴ 整備事業( 共同利用施設)  

ア 育苗施設 

イ  乾燥調製施設 

ウ  穀類乾燥調製貯蔵施設 

エ 農産物処理加工施設 

オ 集出荷貯蔵施設 

カ 産地管理施設 

キ 用土等供給施設 

ク  農作物被害防止施設 

ケ 生産技術高度化施設 

コ  種子種苗生産関連施設 

サ 有機物処理・ 利用施設 

シ 農業廃棄物処理施設 

 
ただし 、 以下の⑴から ⑵ま でに掲げる 場合は、 当該⑴から ⑵ま で

に定める 率と する 。  

⑴ 次のア又はイ に掲げる 場合 事業費の 10 分の４ 以内 

ア 稲（ 種子用を除く 。） を対象と し た育苗施設を整備する 際、

中山間地域等以外の地域が受益地区の過半を占める 場合 

イ  野菜を対象と する 省エネルギーモデル温室のう ち内部設備

を整備する 場合 

⑵ 次のアから エに掲げる 場合 事業費の３ 分の１ 以内 

ア 乾燥調製施設（ 乾燥能力の設定を米（ 種子用を除く 。） 以

外の作物で行う も のを除く 。） を整備する 際、 中山間地域等

以外の地域が受益地区の過半を占める 場合において当該施

設の建物、 集排じ ん設備、 処理加工施設、 副産物処理加工施

設及びこ れら の附帯施設の整備並びに基礎工事を行う 場合 

イ  米（ 種子用を除く 。） を対象と し た集出荷貯蔵施設を整備

する 際、 中山間地域等以外の地域が受益地区の過半を占める

場合において当該施設の建物、 集排じ ん設備及びこ れら の附

帯施設の整備並びに基礎工事を行う 場合 

ウ  野菜を対象と する 省エネルギーモデル温室のう ち、 温室本

体を整備する 場合 

エ 野菜を対象と する 種子種苗生産関連施設のう ち、 種子種苗

大量生産施設を整備する 場合 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
産地生産基

盤パワ ーア

ッ プ事業補

助金交付等

要綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 

 
園芸農

産課 

 
 

 
新基本計

画実装・ 農

業構造転

換支援事

業 

（ 稲麦大

豆産地整

備事業費

補助金、野

菜集団産

地整備事

業費補助

金、果樹産

地整備事

業費補助

金、花き 産

地整備事

業費補助

金、茶生産

団地整備

事業費補

助金）  

市
町
村 

 
市町村等が新基本計画実

装・ 農業構造転換支援事

業補助金交付等要綱に基

づいて 行う 事業を 実施

する に要する 経費並び

に事業実施主体が同交

付等要綱に基づいて行

う 事業を 実施する に要

する 経費について 市町

村が補助する に要する

経費 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 
交付等要

綱の別記

４ を県が

行う 場

合、 補助

事業費の

1/12 以内 

 
県複 

 
交付等要

綱の別記

４ を行う

場合、 補

助事業費

の 1/20

以内 

なお、 市

町村が補

助事業費

の 1/90

の追加支

援を行う

場合に限

り 、 補助

事業費の

13/180 以

内 

 
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
100％ 

  
＜対象経費＞ 

⑴ 整備事業( 共同利用施設)  

ア 育苗施設 

イ  乾燥調製施設 

ウ  穀類乾燥調製貯蔵施設 

エ 農産物処理加工施設 

オ 集出荷貯蔵施設 

カ 産地管理施設 

キ 用土等供給施設 

ク  農作物被害防止施設 

ケ 生産技術高度化施設 

コ  種子種苗生産関連施設 

サ 有機物処理・ 利用施設 

シ 油糧作物処理加工施設 

ス  バイ オディ ーゼル燃料製造供給施設 

セ 農業廃棄物処理施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
新基本計画

実装・ 農業

構造転換支

援事業補助

金交付等要

綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 

 
園芸農

産課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
あいち型

産地パワ

ーアッ プ

事業 

市
町
村 

 
市町村等があいち型産地

パワ ーアッ プ事業実施要

領に基づいて行う 事業を

実施する に要する 経費並

びに取組主体が同実施要

領に基づいて行う 事業を

実施する に要する 経費に

ついて市町村が補助する

に要する 経費 

 

 
 

 
 県単 

 
事業費の

1/3 以内 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象経費＞ 

１  農業機械等及び生産資材の導入 

 
２  施設の整備 

 
３  既存施設の能力向上を伴う 改修 

 
４  その他知事が認める も の 

 
 

 

 
あいち型産

地パワ ーア

ッ プ事業実

施要領 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
園芸農

産課 

 

 
農産物等

輸出拡大

施設整備

事業 

市
町
村 

 
市町村等が農産物等輸出

拡大施設整備事業交付金

交付等要綱に基づいて行

う 事業を実施する に要す

る 経費並びに農業者の組

織する 団体等が同実施要

綱に基づいて行う 事業を

実施する に要する 経費に

ついて市町村が補助する

に要する 経費 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象経費＞ 

１  共同利用施設整備 
ア 農産物処理加工施設 
イ  集出荷貯蔵施設 
ウ  産地管理施設 

 

 
農産物等輸

出拡大施設

整備事業交

付金交付等

要綱 

 
園芸農産振

興・ 農産物

流通対策事

業補助金等

交付要綱 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
園芸農

産課 

 
 

 
山間地営

農等振興

事業 

市
町
村
・
農
林
漁
業
者
団
体 

 
山間地・ 離島において行

う 右記の集団樹園地等造

成改良事業で、 受益面積

が２ ha 以上のも の 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
県単 

 
事業費の 
1/2 以内 
 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜集団樹園地等造成改良事業受益面積の補足＞ 

受益面積１ ha 以上（ 実験展示又はモデルパイ ロ ッ ト 的な場合は、

0. 5ha 以上） 造成する こ と によ り 集団化さ れる 園が２ ha 以上になる

場合も 対象と なる 。  

 
＜対象事業費＞ 

工事費、 工事雑費及び実施設計費等 

（ 工事雑費（ 請負工事） は工事費の 4. 5%以内）  

 
＜山間地・ 離島該当地区＞ 

新城市、 岡崎市旧額田町、 豊田市旧藤岡町、 旧小原村、 旧足助町、 
旧下山村、 旧旭町、 旧稲武町、 設楽町、 東栄町、 豊根村、 篠島、  
日間賀島、 佐久島 

 
○ 山間地・ 離島において行う 集団樹園地等造成改良事業 

集団茶園造成改良、 集団果樹園造成改良、 地域特産集団農用地

造成改良で、 補助対象は、 開墾､抜根､除石､深耕､整地､土壌改良

資材､かんがい排水施設､客土、 農道、 索道、 防風垣、 土壌保全施

設、 用水施設、 苗木等 

 
○ 山間地・ 離島において行う 農業経営近代化施設整備事業 

・  普通作物経営近代化施設整備事業 

育苗施設、 乾燥施設、 病害虫共同防除施設（ 取水、 配管、 薬

剤調合、 送水施設等）、 集荷施設、 貯蔵施設、 加工処理施設、

動力機械器具、 格納施設等 

・  園芸・ 特用作物経営近代化施設整備事業 

育苗施設、 乾燥施設、 品質向上施設、 温室施設（ ハウ ス を含

む）、温室管理施設、定置配管施設､病害虫共同防除施設（ 取水、

配管、 薬剤調合、 送水施設等）、 集荷施設、 貯蔵施設、 加工処

理施設、 動力機械器具、 格納施設等 

・  畜産経営近代化施設整備事業 

畜舎、 畜舎管理施設、 家畜ふん尿処理施設、 集荷（ 乳） 施設、

牛乳冷却装置、 運動場、 放牧用隔障物（ 木柵、 電気放柵）、 給

水施設、 加工処理施設、 堆肥供給施設、 飼養機械器具等 

・  鳥獣被害防止施設整備事業 

捕獲檻、 被害防止柵、 被害防止網、 鳥獣処理加工施設、 鳥獣

処理加工機械等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県山間

地営農等振

興事業実施

要領 

 
愛知県山間

地営農等振

興事業事務

取扱 

 
農業振興対

策事業補助

金交付要綱 

 
農業振

興課 

  
山間地・ 離島において行

う 農業経営近代化施設整

備事業 

 
 

  
県単 

 
事業費の

1/2 以内 
 
（ 一部 

事業費の

3/5 以内） 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
畜産・ 酪農

収益力強

化整備等

特別対策

事業 

市
町
村 

 
地域の畜産の収益性の向

上に資する 施設及び当該

施設と 一体的に整備する

設備を整備する 事業 

 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

畜産ク ラ ス タ ー計画に基づき 、 地域の畜産の収益性の向上に資す

る 次の⑴から ⑸ま でに掲げる 施設及び当該施設と 一体的に整備する

設備の整備 

 
⑴ 家畜飼養管理施設 

⑵ 家畜排せつ物処理施設 

⑶ 自給飼料関連施設 

⑷ 畜産物加工、 展示・ 販売施設 

⑸ ⑴から ⑷ま での施設の補改修 

      
 
○ 畜産ク ラ ス タ ー協議会 

地域の関係者が連携し 、 地域一体と なって畜産の収益性の向上

を図る ため、 畜産を営む者、 地方公共団体、 農業協同組合、 外部

支援組織（ コ ント ラ ク タ ー、 Ｔ ＭＲ センタ ー、 キャ ト ルス テーシ

ョ ン等）、 畜産関連事業者（ 乳業者、 食肉加工業者等） その他の関

係者が参画し 設立する 協議会 

 
○ 畜産ク ラ ス タ ー計画 

畜産ク ラ ス タ ー協議会が定める 地域一体と なって畜産の収益性

の向上を図る ための計画であって、 都道府県知事によ り 認定さ れ

たも の 

 
 
 
 
 
 
 

 
畜産・ 酪農

収益力強化

総合対策基

金等事業実

施要領 

 
畜産・ 酪農

収益力強化

総合対策基

金等事業補

助金交付等

要綱 

 
畜産課 

  
畜産物流

通体制整

備事業 

市
町
村
・
農
業
協
同
組
合
・
事
業
協
同
組
合
等 

 
産地の基幹施設や食品流

通拠点施設の整備を 支援

する 事業 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 
 

 
 

 
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜要綱で規定する 主な事業実施主体＞ 

都道府県、 市町村、 農業者の組織する 団体（ 農業協同組合、 農業

協同組合連合会等）、公社、事業協同組合連合会及び事業協同組合等

（ 要綱第３ 、 別表１ のⅠ）  

 
＜事業内容＞ 

 畜産物処理加工施設、 家畜市場等、 交付等要綱に規定する 主な畜

産物の流通体制整備（ 要綱第３ 、 別表１ のⅠ）  

 
＜補助率＞ 

 実施事業によ り 補助率が異なる 場合がある ため、 補助率は要綱別

表１ のⅠを参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
強い農業づ

く り 総合支

援交付金交

付等要綱 

 

 
畜産課 

 
 

 
農村総合

整備事業 

 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
 

 
農地につき 行う 土地改良

総合整備事業 

  
 

  
県単 

 
事業費の

45％以内 
 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 

 
 

 
＜対象事業＞ 

次のアに掲げる 事業を基幹と し 、 イ に掲げる 事業にあわせて総合

的に実施する も ので、 基幹事業の受益面積が１ 団地おおむね５ ha 以

上、 又、 農道整備事業を基幹と する も のにあっては、 上記の面積要 
件の他、 農道の新設・ 改良は延長 200ｍ （ 農道橋のみにあ っ ては 
１ か所） 以上、 農道の舗装は全幅員 3. 5ｍ（ 畑地は３ ｍ） 以上で、

その事業費がおおむね 30 万円以上のも の。ただし ウ に掲げる 事業に

あっては、こ の限り でない( 国の定める 国庫補助対象事業と し ての採

択要件を満たさ ないも のに限る 。 ) 。  

ア 基幹農業  

農業用用排水施設整備事業、 農道整備事業、 暗渠排水事業、

区画整理事業、 客土事業  

イ  あわせ行う 事業  

農業用用排水施設整備事業、 農道整備事業、 暗渠排水事業、

区画整理事業、 客土事業、 交換分合事業、 農用地開発事業  

ウ  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）    

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
農村総合

整備事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

  
農村集落生活環境整備事

業 

 

  
県単 

 
事業費の

50％以内 
 
( エのう

ち修景施

設にかか

る も のの

場合は

40％以

内、 オの

場合は

20％以

内）  

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 

  
＜対象事業＞ 

農業振興地域内の日常生活及び農業生産の各般にわたり 、 一体性

を有する 基礎集落圏を地区の範囲と し て農振区域率がおおむね

50％以上であって、 農業近代化と 一体的に生活環境施設を整備する

こ と を相当と する 次に掲げる 事業であって、 事業費がおおむね 30

万円以上のも の。   

ア 農村集落生活道路整備  

イ  農村集落生活排水施設整備  

ウ  農村集落生活防災安全施設整備  

エ 農村生活環境施設整備  

オ 農業集落排水緊急整備  

カ 特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。   

ただし 、 市街化区域と 隣接し た農村集落で一連の計画によ り 取り

扱う こ と がやむを得ないも のと 認めら れる 事由があり 、 かつその効

果の発現に必要な限り において実施する も のはこ の限り でない。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 
 
 
 
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 

 
元利償還

金の 49％

を普通交

付税の基

準財政需

要額に算

入 

（ 事業費

補正分：

44％、 単

位費用算

入分 5％）  
 
 
 
 

  
農村地域緊急水源施設整

備事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

40％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 

 
 

 
＜対象事業＞ 

地域防災機能の強化を目的と し 、 大規模地震発生時に農業水利施

設を有効な緊急水源と し て活用する ために、 市町村が実施する 次に

掲げる 事業。 日常生活の各般にわたり 一体性を有する 基礎集落圏を

地区の範囲と し 、 緊急水源と し て利用する ための農業水利施設の変

更であって、 その事業費が 30 万円以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 
 
 
 

 
 

 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱

  

 
農地整

備課 

 
防災対策

事業 

<充当率> 
100％ 

 
 
 

 
元利償還

金の

28. 5％～

57％を団

体の財政

力に応じ

て基準財

政需要額

に算入 

 
 
 
 

 
緊急自然

災害防止

対策事業 
<充当率> 
100％ 

 

 
元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 

 
 
 
 

  
山村振興 

農村総合

整備事業 

 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において行う 土地改

良総合整備事業  

   
 
 

  
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 

  
＜対象事業＞ 

次のアに掲げる 事業を基幹と し 、 イ に掲げる 事業をあわせて総合

的に実施する も ので、 基幹事業の受益面積が１ 団地おおむね 0. 5ha

以上も の、 又、 農道整備事業を基幹と する も のにあっては、 上記の

面積要件の他、 農道の新設・ 改良は延長 100ｍ（ 農道橋のみにあっ

ては１ か所） 以上、 農道の舗装は全幅員３ ｍ以上で、 その事業費が

おおむね 30 万円以上のも の。 ただし 、 ウ に掲げる 事業にあっては、

こ の限り でない（ 国の定める 国庫補助対象事業と し ての採択要件を

満たさ ないも のに限る 。）。  

ア 基幹事業 

農業用用排水施設整備事業、 農道整備事業、 暗渠排水事業、

区画整理事業、 客土事業  

イ  あわせ行う 事業  

農業用用排水施設整備事業、 農道整備事業、 暗渠排水事業、

区画整理事業、 客土事業、 交換分合事業、 農用地開発事業  

ウ  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
業
生
産
基
盤 

 
山村振興

農村総合

整備事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において行う 農村集

落生活環境整備事業 

 

  
県単 

 
事業費の

60％以内 
 
( エのう

ち修景施

設にかか

る も のの

場合50％

以内、 オ

の場合は

30％以

内）  

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 

  
＜対象事業＞ 

農業振興地域内の日常生活及び農業生産の各般にわたり 、 一体性

を有する 基礎集落圏を地区の範囲と し て農振区域率がおおむね

50％以上であって、 農業近代化と 一体的に生活環境施設を整備する

こ と を相当と する 次に掲げる 事業であって、 事業費がおおむね 30

万円以上のも の。   

ア  農村集落生活道路整備  

イ   農村集落生活排水施設整備  

ウ   農村集落生活防災安全施設整備  

エ  農村生活環境施設整備  

オ  農村集落排水緊急整備  

カ  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 市街化区域と 隣接し た農村集落で一連の計画に

よ り 取り 扱う こ と がやむを得ないも のと 認めら れる 事由があり 、 か

つ、 その効果の発現に必要な限り において実施する も の。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 
 
 
 
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 

 
元利償還

金の 49％

を普通交

付税の基

準財政需

要額に算

入 

（ 事業費

補正分：

44％、 単

位費用算

入分 5％）  
 
 
 
 

用
排
水
施
設 

 
小規模か

んがい排

水事業 

 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
１  

かんがい排水施設（ 農地

の区画整理事業、 農業構

造改善事業（ 基盤整備）

又は、 国営、 県営、 団体

営の土地改良事業に関連

し 、 公共性及び緊急性の

強いも ので知事が適当と

認める も の） の新設、 管

理、 廃止又は変更の事業 
 
２  

実施中の国・ 県営土地改

良事業に関連し て併せ実

施する こ と がよ り 効果の

大き い事業である が、 単

位面積当り 事業費や採択

基準など の制限を受け国

の補助の受けら れなかっ

た施設整備事業及び他公

共事業に関連し て併せ実

施する 施設整備事業のう

ち、 公共性が大き いと 知

事が認める 事業 

 
   

 
 

 
県単 

 
事業費の

65％以内 
 
（ ただ

し 、 １ に

定める 事

業のう ち

知事が特

に公共性

の大き い

と 認める

事業にあ

っては、

別に定め

る 採択基

準によ る

こ と がで

き る 。  

２ に定め

る 事業に

あっては

関連公共

事業の補

助率の範

囲内で別

に定める

こ と がで

き る 。）  

 
 
 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 

 
 

 
＜１ の対象事業＞  

受益面積がおおむね 150ha 以上でその総事業費（ 雑費を除く 。 以

下同じ ） がおおむね 1, 500 万円以上のも の。  

 
＜２ の対象事業＞ 

 国の補助の受けら れなかった事業費（ 雑費を除く 。 以下同じ ） が

１ 地区おおむね 100 万円以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 現に実施中の国営・ 県営・ 団体営事業に関連し 公共性及

び緊急性の強いも ので知事が適当と 認める も のの新設、 管理、 廃止

又は変更の事業のう ち、 市街化区域内の農地の現況用水量の確保又

は現況排水処理の確保のため、 市街化区域外の農地と 一体の受益地

と し て取り 扱う こ と がやむを得ないも のと 認めら れる 事由がある

用排水路に関する 事業であって、 受益面積がおおむね 150ha 以上で

その総事業費がおおむね 1, 500 万円以上のも のにあっては、 こ の限

り でない。  

 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

 
 

 
 

 
機械揚水

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
機械揚水施設（ 固定施設

に限る 。 ただし 、 排水機

維持管理事業によ る も の

を除く 。） の新設、 管理、

廃止又は変更の事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

85％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね５ ha 以上でその事業費がおおむね

30 万円以上のも の（ 国の定める 国庫補助対象事業と し ての採択要件

を満たさ ないも のに限る 。）。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 次に掲げる も のにあってはこ の限り でない。   

１  機械揚水施設（ 固定施設に限る 。 ただし 、 排水機維持管理事

業によ る も のを除く 。） 管理又は変更の事業であって、 受益面

積の１ 団地がおおむね５ ha 以上でその事業費がおおむね 30 万

円以上 400 万円以下のも の  

２  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
かんがい

排水事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
１  

かんがい排水施設（ 機械

揚水施設及び排水機維持

管理によ る も のを除く 。）

の新設、 管理、 廃止又は

変更の事業 

 
２  

木曽川用水受益地域内の

農業用用排水施設の 新

設、 改良の事業（ 独立行

政法人水資源機構の事業

で 整備さ れた も の を 除

く 。）  

 

 
 
 

 
県単 

 
事業費の

60％以内 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 

 
＜１ の対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。ただし 、新設の事業にあっ

ては受益面積が１ 団地おおむね５ ha 以上のも の（ 国の定める 国庫補

助対象事業と し ての採択要件を満たさ ないも のに限る 。）。  

 
＜２ の対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね 50ha 未満で、 その事業費が 15 万円

以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 次に掲げる も のにあってはこ の限り でない。   

１  かんがい排水施設（ 機械揚水施設及び排水機維持管理事業に

よ る も のを除く 。）の管理又は変更の事業であって受益面積がお

おむね５ ha 以上 20ha 未満でその事業費がおおむね 30 万円以上

400 万円以下のも の。   

２  木曽川用水受益地内の既存農業用用排水施設の軽微な改修等

の事業に限る も のであって、受益面積の１ 団地がおおむね 50ha

未満で、 その事業費が 15 万円以上 50 万円以下のも の。   

３  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
山村振興 

かんがい

排水事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において行う かんが

い排水施設の新設、管理、

廃止又は変更の事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

70％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね0. 5ha 以上でその事業費が 30万円以

上のも の。（ 国の定める 国庫補助対象事業と し ての採択要件を満たさ

ないも のに限る 。）  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
＜山村地区＞ 

北設楽郡全域、 新城市、 旧東加茂郡全域、 旧西加茂郡小原村、 旧

藤岡町、 旧額田郡額田町の地域（ 旧郡町の地域は、 平成 17 年３ 月

31 日現在の郡町の地域をいう 。）  

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
農業用施

設安全対

策事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
農業用施設に対する 事故

防止施設の新設、 管理又

は変更の事業のう ち公共

性及び緊急性が強いも の 

 
 

 
県単 

 
事業費の

55％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

農業用施設一系統につき おおむね 30 万円以上のも の。  

ただし 、 国営造成施設管理体制整備促進事業と し ての採択要件を

満たさ ないも のに限る 。  

 
 
 
 

 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
総合利水

関連施設

整備事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
総合利水事業（ 完了し た

事業に限る 。） で施行し た

かんがい施設の管理、 廃

止又は変更並びに施設整

備事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

55％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

一支線水路系統につき 、その事業費がおおむね 30 万円以上のも の。

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 総合利水事業（ 完了し た事業に限る 。） に関連する かん

がい施設の管理の事業であって一支線水路系統につき 、その事業費

がおおむね 30 万円以上 50 万円以下のも のにあってはこ の限り でな

い（ 次号に定める も のを除く 。）。  

 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
総合利水事業（ 完了し た

事業に限る 。） で施行し た

機械揚水施設（ 固定施設

に限る 。） の改良、 管理、

廃止又は変更 

  
県単 

 
事業費の

60％以内 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象事業＞ 

一支線水路系統につき 、その事業費がおおむね 30 万円以上のも の。

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 総合利水事業（ 完了し た事業に限る 。） で設置し た機械揚

水施設（ 固定施設に限る 。） の管理の事業であって、 一支線水路系統

につき 、 その事業費がおおむね 30 万円以上 50 万円以下のも のにあ

ってはこ の限り でない。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
水田営農

活性化対

策関連土

地改良事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
水田面積の 22％以上（ た

だし 、 区画整理の場合は

24％、 客土等によ り 地目

変更する 場合は 80％以

上） を 稲から 他の作目に

転換する 事業であっ て、

１ 団地の水田面積がおお

むね 0. 5ha 以上 10ha 未満

である 地区について、 当

該転換事業及びこ れに附

帯し て施行する こ と を 相

当と する 事業 

  

 
 

 
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

次に掲げる 事業（ 転換事業に比し 小規模かつ一体施行を必要と す

る も のに限る 。） であって事業費が 30 万円以上のも の。   

ア 農業用用排水、 暗渠排水、 農業用道路その他農用地の保全又

は利用上必要な施設の新設、 管理、 廃止又は変更  

イ  区画整理  

ウ  その他水田営農活性化対策に必要な土地改良事業 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、水田面積の 22％以上を稲から 他の作目に転換する ために

不可欠と 考えら れる も のに限定し 、 水田面積がおおむね 0. 5ha 以上

10ha 未満である 地区について、当該事業及びこ れに附帯し て施行す

る こ と を相当と する 次に掲げる 事業であって、事業費が 30 万円以上

のも のにあってはこ の限り でない。   

ア 農業用用排水、 暗渠排水等施設の新設、 管理、 廃止又は変更 
イ  その他アに関連する 附帯事業 

 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
山村振興 

水田営農

活性化対

策関連土

地改良事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において、 水田面積

の 22％以上（ ただし 、 区

画整理の場合は 24％、 客

土等によ り 地目変更する

場合は 80％以上） 稲から

他の作目に転換する 事業

であって、 １ 団地の水田

面積がおおむね 0. 3ha 以

上 10ha 未満である 地区

について、 当該転換事業

及びこ れに附帯し て施行

する こ と を相当する 事業 
  

 

 
 

 
県単 

 
事業費の

60％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

次に掲げる 事業（ 転換事業に比し 小規模かつ一体施行を必要と す

る も のに限る 。） であって、 事業費が 30 万円以上のも の。   

ア 農業用用排水、 暗渠排水、 農業用道路その他農用地の保全又

は利用上必要な施設の新設、 管理、 廃止又は変更 

イ  区画整理  

ウ  その他水田営農活性化対策に必要な土地改良事業 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、水田面積の 22％以上を稲から 他の作目に転換する ために

不可欠と 考えら れる も のに限定し 、 水田面積がおおむね 0. 3ha 以上

10ha 未満である 地区について、当該事業及びこ れに附帯し て施行す

る こ と を相当と する 次に掲げる 事業であって、事業費が 30 万円以上

のも のにあってはこ の限り でない。   

ア 農業用用排水、 暗渠排水等施設の新設、 管理、 廃止又は変更 
イ  その他１ に関連する 附帯事業 

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
農地及び

農業用施

設小災害

復旧事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
農地の復旧 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
県単 

 
事業費の 
20%以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

異常天然現象によ り 生じ た農地に係る 災害によ り 必要と なった農

地の原形復旧等の事業であって、その１ か所の事業費が 13 万円以上

40 万円未満（ 国庫補助対象事業と し ての採択要件に満たさ ないも の

に限る 。） のも の。  

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
農用地施設の復旧 

 

  
県単 

 
事業費の 
25%以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象事業＞ 

異常天然現象によ り 生じ た農用地施設に係る 災害によ り 必要と な

った農用地施設の原形復旧等の事業であって、 その 1 か所の事業費

が 13 万円以上 40 万円未満のも の。  

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
農地干害

応急対策

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
用水確保のための恒久施

設工事 

 
 

 
県単 

 
事業費の

45％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

異常な干天（ 日雨量が５ ㎜未満の日が連続 20 日以上、 又は 30 日

間の総雨量が 100 ㎜以下。）地域又は用水源の流域が異常な干天地域

である こ と によ り 、 生じ た農地にかかる 干ばつに対し 農業用水確保

のため実施し た水路の掘さ く 、 井戸の掘さ く 、 動力線の架設、 送水

管の設置、 揚水機場の設置、 及びその他用水確保のための工事であ

って、 こ の工事に要し た経費の合計が１ 団地５ 万円以上のも ので、

かつ、 国の補助対象と なら なかったも の。  

 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
    

用水確保のための機械購

入借入  

  

  
県単 

 
事業費の

45％以内 
 
（ 共同施

工者の実

施し たも

のの場合

は 25％以

内）  

 
 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象事業＞ 

農地干ばつ対策のため実施し た揚水機（ 揚水機専用動力機含む。）

及び揚水機の附属部品の購入及び貸借並びにボーリ ング機械（ ボー

リ ング機械専用動力機含む。） 及び電気探査機の貸借であって、こ の

購入、 借入に要し た経費の合計が１ 団地５ 万円以上のも の。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
揚水機の運転  

  
県単 

 
事業費の

30％以内 

   
＜対象事業＞ 

補助対象事業を実施し た地区の揚水機の運転に必要な燃料及び労

務であって、 こ の運転に要し た燃料費及び労務費の合計が１ 団地１

万円以上のも の。  

 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
土地改良

施設維持

管理適正

化事業 

 
 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
土地改良施設維持管理適

正化事業実施要綱（ 昭和

52 年４ 月 20 日付け 52 構

改Ｂ 第 600 号農林事務次

官通達） の定める と こ ろ

によ り 、土地改良施設（ 農

業水利施設に限る ） の整

備補修 

 
 

 
県複 

 
愛知県土

地改良事

業団体連

合会拠出

金の 50％

以内 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
＜対象事業＞ 

土地改良施設（ 農業水利施設に限る 。） の整備補修（ おおむね５ 年

間単位に行われる も の及び緊急整備補修であって、 毎年経常的に行

う べき も のを除く 。）に必要な資金の造成のため愛知県土地改良事業

団体連合会が全国土地改良事業団体連合会に拠出する 経費 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
土地改良施設維持管理適

正化事業実施要綱（ 昭和

52 年４ 月 20 付け 52 構改

Ｂ 第 600 号農林事務次官

通達） の定める と こ ろに

よ り 、 土地改良施設の防

災・ 減災機能の強化、 省

エネ化及び施設管理の省

力化・ 高度化に資する 整

備補修 

 

 
 

 
県複 

 
愛知県土

地改良事

業団体連

合会拠出

金（ 財政

融資資金

借入利子

に係る 経

費を除

く ） の

50％以

内。  

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
＜対象事業＞ 

土地改良施設の防災・ 減災機能の強化、 省エネ化及び施設管理の

省力化・ 高度化に資する 整備補修に係る 費用を償還する ために愛知

県土地改良事業団体連合会が全国土地改良事業団体連合会に拠出す

る 経費（ 財政融資資金借入利子に係る 経費を除く 。）。  

  

  
節水対策

関連水路

整備事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
農業用水の節水対策のた

めに農業用用水路を 管水

路化する と 共に末端給水

栓等新設・ 改良する 事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

65％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

水系の利水者間で節水時の節水率等のルールが定めら れた他の利

水以上に節水を行う 農業用水地域にあり 、 受益面積が１ 団地おおむ

ね５ ha 以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。 ただし 、 節

水対策を図る ための一連の計画によ り 市街化区域外と あわせて実施

する も のにあってはこ の限り でない。  

 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
土地改良

施設整備

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
国・ 公団又は県営土地改

良事業で造成さ れた基幹

用排水施設（ 管水路） の

う ち、 造成後の自然的・

社会的要因等施設管理者

の責に帰すこ と が出来な

い不可避的な機能低下も

し く は破損等を生じ た施

設の補強の事業 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
県単 

 
事業費の

70％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
用水機維

持管理事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
１  

農業用の用水機場（ 市町

村、 土地改良区、 農業協

同組合、 水利組合及び大

字の集落の公共的団体の

管理する 固定し たも のに

限る 。） で、 ポン プ口径

50 ㎜以上の用水機によ り

一定地域のかんがいを行

う 事業 

 
２  

農業用施設管理上必要な

用水機に係る 経費 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
県単 

 
要し た経

費の 30％

以内 

   
＜２ の対象経費＞ 

１  用水機（ 補助原動機含む。） の運転又は管理に要する 光熱水費 
２   電気事業法（ 昭和 39 年法律第 170 号） の定める と こ ろによ る

電気主任技術者（ 市町村が管理する 施設で、 当該市町村の職員

を電気主任技術者に選任する 場合を除き 、 中部電気保安協会等

への委託の場合を含む。） に要する 経費 

３  用水機場並びに関連施設管理に要する 通信費 

 
 ただし 、 他の事業で補助対象と なっている も のを除く 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

― 48 ―



施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
県民のい

のちを守

る 緊急減

災事業 

 
 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
 

 
農業用排水機場( 受益面

積の１ 団地がおおむね５

ha 以上) の施設の点検・

整備、 又は津波避難階段

を設置する 事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

85％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 
 

  
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
防災対策

事業 

<充当率> 
75％ 

※津波避

難階段の

設置に限

る  

 
 
 
 
 

 
元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

    
緊急防

災・ 減災

事業 

<充当率> 
100％ 

 
※津波避

難階段の

設置に限

る  

 
 
 
 
 

 
元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 

 

    
災害によ る 施設の破損等

によ り 、 地域に甚大な被

害を与える 恐れのある 農

業用用排水施設の点検・

整備を行う 事業 

  
県単 

 
事業費の

60％以内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 
 
 
 

  
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
地震時の津波等から 迅速

に避難する ための避難道

路を整備する 事業 

  
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
防災対策

事業 

<充当率> 
75％ 

 
元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 
 
 
 
 

 
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

     
緊急防

災・ 減災

事業 

<充当率> 
100％ 

 
元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 

 
 
 
 
 

  
小水力等

発電設備

整備促進

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
農業用用排水施設等を活

用し た小水力等発電のた

めの施設の新設、 管理、

ま たは変更を行う 事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

60％以内 

 
脱炭素化

推進事業 
<充当率> 
90％ 

 
※関係省

庁に確認

がと れた

事業であ

る こ と  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね 30 万円以上のも の。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 

 
農地整

備課 

― 49 ―



施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
中山間地

域基盤整

備促進事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
中山間地域で実施する 基

盤整備事業の実施地区に

おいて、 中心経営体等担

い手への農地集積を 促進

する 事業 

  
県単 

 
農地集積

率に応

じ 、 対象

事業年度

事業費の

下記率以

内 

①3. 5％ 

②4. 0％ 

③4. 5％ 

④5. 0％ 

  
ただし 、

年度事業

費の地元

負担金

（ 市町村

負担金を

除く ） ま

たは上記

補助率に

よ り 算出

し た金額

のう ち少

ない金額

について

交付 

 
 
 
 
 
 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象事業＞ 

下記の１ 、 ２ の事業の実施に伴い、 担い手への農地集積計画を策

定し 、 以下の農地集積率を満たすも の。  

 
１  農山漁村地域整備交付金実施要綱（ 平成 22 年４ 月１ 日付け

21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知） 第２ の１ ⑵①ア

の( ア) で、 同実施要領（ 平成 22 年４ 月１ 日付け 21 農振第 2454

号農村振興局長通知） 別紙４ －１ の第２ の１ 農村集落基盤再

編・ 整備事業のう ち運用１ の第３ 農地環境整備型のう ち運用１

の第３ の⑴に該当する 事業。  

２  中山間地域農業農村総合整備事業実施要綱（ 令和２ 年３ 月 31

日付け元農振第 2707 号農林水産事務次官依命通知） 第２ の１

で、 同実施要領（ 令和２ 年３ 月 31 日付け元農振第 2792 号農林

水産省農村振興局長通知） に該当する 事業。  

※ １ の事業は農地環境整備事業（ 一般型）、 ２ の事業は農地環

境整備事業（ 総合整備型）。  

 
＜農地集積率＞ 

① 農地集積率 35％以上 40％未満 

② 農地集積率 40％以上 45％未満 

③ 農地集積率 45％以上 50％未満 

④ 農地集積率 50％以上 

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
中山間地域

農業農村総

合整備事業

実施要綱 

 
中山間地域

農業農村総

合整備事業

実施要領 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
緊急排水

施設整備

事業 

 
 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
既存の排水施設等が地盤

沈下等によ る 立地条件の

変化によ り 機能低下を生

じ ている 地域において、

たん水被害等を防止する

ために行う も の 

 
 

 
県単 

 
事業費の

76. 5％以

内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
＜対象事業＞ 

 排水機場整備 

排水機場、 排水機の新設又は改修及び付帯する 施設（ 堤防・ 遊

水池・ 導水路・ 排水路等） の新設、 改修 

  
原則と し て、 公共事業では早期に実施困難なも ので、 総合的排水

の見地から 緊急と 認めら れる も のであって次の各要件を満たすも

の。 ただし 、 河川関連工事等においてと く にこ の事業を実施する 必

要がある と 認める と き はこ の限り でない。  

ア 事業費がおおむね 1, 000 万円以上である こ と 。  

イ  被害面積がおおむね 20ha 以上である こ と 。  

 
＜防災対策事業債の活用要件＞ 

地域防災計画に掲げら れている 災害危険区域において、 災害の発

生を予防し 、 又は災害の拡大を防止する ために単独事業と し て行う

こ と 。  

 
 
 
 
 
 
 

 
愛知県緊急

農地防災事

業補助金交

付要綱 

 
農地整

備課 

    
防災対策

事業 

<充当率> 
100％ 

 
元利償還

金の

28. 5％か

ら 57％を

団体の財

政力に応

じ て基準

財政需要

額に算入 
 
 
 
 
 
 
 

    
既存の排水施設等が地盤

沈下等によ る 立地条件の

変化によ り 機能低下を生

じ ている 地域において、

たん水被害等を防止する

ために行う も の 

 
 

  
県単 

 
事業費の

71. 1％以

内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 
 
 
 
 

  
＜対象事業＞ 

 排水路等整備 

排水路等の新設又は改修 

 
原則と し て、 公共事業では早期に実施困難なも ので、 総合的排水

の見地から 緊急と 認めら れる も のであって次の各要件を満たすも

の。 ただし 、 河川関連工事等においてと く にこ の事業を実施する 必

要がある と 認める と き はこ の限り でない。  

ア 事業費がおおむね 200 万円以上である こ と 。  

イ  被害面積がおおむね 20ha 以上である こ と 。  

 
＜防災対策事業債の活用要件＞ 

 地域防災計画に掲げら れている 災害危険区域において、 災害の発

生を予防し 、 又は災害の拡大を防止する ために単独事業と し て行う

こ と 。  

 
 
 
 
 

 
愛知県緊急

農地防災事

業補助金交

付要綱 

 
農地整

備課 

    
防災対策

事業 

<充当率> 
100％ 

 
元利償還

金の

28. 5％か

ら 57％を

団体の財

政力に応

じ て基準

財政需要

額に算入 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

用
排
水
施
設 

 
排水機維

持管理事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
農業用の排水機場（ 市町

村、 土地改良区、 農業協

同組合、 水利組合及び大

字の集落の公共的団体の

管理する 固定し たも のに

限る 。） で、 ポン プ口径

200 ㎜以上で、 かつ、 原

動機馬力 7. 355KW（ 10ps）

以上の排水機によ り 一定

地域の排水を行う 事業、

又は農業用施設管理上必

要な排水機に係る 経費 

 

 
 

 
県単 

 
１ ～６ に

要し た経

費の 3/4

以内  

 
（ 一・ 二

級河川の

流水を直

接排水

し 、かつ、 
その排水

の面積が

おおむね

3, 000ha

以上にわ

たる 排水

事業の場

合は 4/4

以内 

3, 000ha

未満の場

合は 9/10

以内）  

 
 
 
 

 
 

 
 

 
＜対象経費＞ 

１  排水機（ 補助原動機を含む。） の運転に要する 光熱水費  

２   電気事業法（ 昭和 39 年法律第 170 号） の定める と こ ろによ る

電気主任技術者（ 市町村が管理する 施設で、 当該市町村の職員

を電気主任技術者に選任する 場合を除き 、 中部電気保安協会等

への委託の場合を含む。） に要する 経費  

３  排水機の運転並びに土砂塵埃除去等に要する 経費  

４  排水機場並びに機器類の定期整備修繕に要する 経費  

５  排水機場から 上流 1, 000ｍまでの幹線排水路の除藻草に要す 
る 経費 

６  排水機場並びに関連施設管理に要する 通信費 

 
ただし 、 他の事業で補助対象と なっている も のを除く 。   

 
＜事業費の上限額＞ 

事業に要し た経費が別に県の定める 基準単価によ り 算定し た額を

超えた場合には、 こ の額。  

ただし 、 一・ 二級河川の流水を直接排水する 事業に要する 経費に

ついては、 こ の限り でない。  

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

農
道 

 
農道整備

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
農道の新設ま たは改良の

事業 

 

 
 

 
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 

 
 

 
＜対象事業＞ 

ア 受益面積の１ 団地がおおむね５ ha 以上、 農道延長 200ｍ（ 橋

のみにあっては１ か所） 以上でその事業費がおおむね 30 万円

以上のも の（ 次号に定める も のを除く 。 国の定める 国庫補助対

象事業と し ての採択要件を満たさ ないも のに限る 。）。  

イ  特認事業（ 知事が特に必要と 認めた事業）  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 国庫補助事業と し て採択さ れ現に継続中の県営団体営土

地改良事業に関連し て市街化区域内の既設道路と を連絡する ため必

要な農道の新設又は改良の事業であって、 農道延長 200ｍ以上 500

ｍ未満でその事業費がおおむね 30 万円以上のも のについてはこ の

限り でない。  

 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
農道の舗装事業 

  
県単 

 
事業費の

60％以内 
 
（ ただ

し 、 市町

村が行う

も のの場

合は事業

費の 50％

以内）  

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 

  
＜対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね 0. 5ha 以上、 全幅員 3. 5ｍ（ 畑地に

おいて行う も のにあっては３ ｍ） 以上でその事業費がおおむね 30

万円以上のも の（ 国の定める 国庫補助対象事業と し ての採択要件を

満たさ ないも のに限る 。）。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

ただし 、 国庫補助事業と し て採択さ れ現に継続中の県営団体営農

道舗装事業に関連し て市街化区域内の既設道路と を連絡する ため必

要な農道の舗装事業であって、 舗装延長 500ｍ未満でその事業費が

おおむね 30 万円以上のも のについてはこ の限り でない。  

 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

  
山村振興 

農道整備

事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において行う 農道の

新設又は改良の事業 

 
 

 
県単 

 
事業費の

2/3 以内 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 

 
 

 
＜対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね 0. 5ha 以上、 農道の延長 100ｍ（ 橋

梁のみにあっては１ か所） 以上でその事業費が 30 万円以上のも の

（ 次号に定める も のを除く 。 国の定める 国庫補助対象事業と し ての

採択要件を満たさ ないも のに限る 。）。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 
 
 

 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 

    
山村に おい て 行う 農道

（ 山村における 農業生産

の近代化又は農業生産物

の流通の合理化を図る た

めの重要な路線） の舗装

事業 

 
 

     
＜対象事業＞ 

受益面積の１ 団地がおおむね 0. 5ha 以上、 全幅員 3ｍ以上で、 そ

の事業費が 30 万円以上のも の（ 国の定める 国庫補助対象事業と し

ての採択要件を満たさ ないも のに限る 。）。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

農
道 

 
農道特殊

改良事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
県営及び団体営土地改良

事業で建設さ れた農道の

特殊改良事業 

 

 
 

 
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 

 
 

 
＜対象事業＞ 

事業費がおおむね、 30 万円以上 3, 000 万円未満のも の。   

路面、 法面、 排水施設、 橋梁、 擁壁及び交通安全施設等附帯施設

の整備に要する 経費。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 
 
 
 
 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 

 
農地整

備課 

 
 

  
山村振興 

農道特殊

改良事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
山村において行う 県営及

び団体営土地改良事業で

建設さ れた農道の特殊改

良事業 

 

 
 

 
県単 

 
事業費の

2/3 以内 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 
 
 
 
 
 

 
 

   

た
め
池 

 
緊急老朽

ため池整

備事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
農業用ため池又は災害防

止用のため池について、

堤体及びそ の 周辺の 補

強、 余水吐工、 取水工等

付帯施設の改修、 その他

防災上必要な整備 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
県単 

 
事業費の

67. 5％以

内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象事業＞ 

 原則と し て、 公共事業では早期に実施困難なも ので、 事業完了後

の施設管理者が、 市町村・ 土地改良区であって次の各要件を満たす

も の。 ただし 、 一般公共関連工事等においてと く にこ の事業を実施

する 必要がある と 認める と き はこ の限り でない。  

ア 事業費がおおむね 200 万円以上である こ と 。  

イ   かんがい面積がおおむね 1ha 以上で被害面積がおおむね５ ha 
（ ただし 別に定める 地域にあっては２ ha） 以上である こ と 。  

 
＜防災対策事業債の活用要件＞ 

地域防災計画に掲げら れている 災害危険区域において、 災害の発

生を予防し 、 又は災害の拡大を防止する ために単独事業と し て行う

こ と 。  

 
愛知県緊急

農地防災事

業補助金交

付要綱 

 
農地整

備課 

       
防災対策

事業 

<充当率> 
100％ 

 
元利償還

金の

28. 5％か

ら 57％を

団体の財

政力に応

じ て基準

財政需要

額に算入 
 
 
 
 
 
 

  

調
査
・
団
体
営
（
土
地
改
良
事
業
） 

 
団体営調

査設計事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
農山漁村地域整備交付金

実施要領の別紙１ の運用

３ 、 別紙２ の運用１ 、 別

紙３ －１ の運用１ 、 別紙

４ －１ の運用１ 及び別紙

４ －１ 運用２ の第１ の２

の（ ２ ） に基づく 実施計

画の策定に要する 経費 

 
 

 
国間 

 
調査設計

費の 50％

以内 

 

 
県複 

 
調査設計

費の 14％

以内 

  
 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 
 
 
 

 
農地計

画課 

 

    
農山漁村地域整備交付金

実施要領の別紙４ －１ 運

用２ の第１ の２ の（ ３ ）

に基づく 調査及び構想計

画の策定に要する 経費 

 
国間 

 
調査設計

費の

100％以

内 

 

    
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 
 
 
 
 

 
農地計

画課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

調
査
・
団
体
営
（
土
地
改
良
事
業
） 

 
団体営調

査設計事

業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
農山漁村地域整備交付金

実施要領の別紙１ の運用

1 に基づく 既設の農道の

点検診断に要する 経費 

 
 
 

 
国間 

 
調査設計

費の 50％

以内 

 

 
県複 

 
調査設計

費の 14％

以内 

  
 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 

 
農地計

画課 

 

 
 

 
 

  
農業水路等長寿命化・ 防

災減災事業実施要領の要

領別表２ の（ １ ） に基づ

く 実施計画策定に要する

経費 

 
国間 

 
調査設計

費の

100％以

内 

 

    
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 

 

 
農業水路等

長寿命化・

防災減災事

業実施要綱 
 
農業水路等

長寿命化・

防災減災事

業実施要領 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 

 
農地計

画課 

 
 

 
 

  
農村整備事業実施要領の

別紙６ の第１ の１ に基づ

く 施設計画（ 農業集落排

水施設にあっては維持管

理適正化計画） の策定に

要する 経費 

 
 

 
国間 

 
調査設計

費の

100％以

内 

 

   
 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
農村整備事

業実施要綱 
 
農村整備事

業実施要領 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 

 
農地計

画課 

 

    
農業生産基盤情報通信環

境整備事業実施要領（ 令

和７ 年 12 月 17 日付け７

農振第 2127 号農林水産

省農村振興局長通知） の

別表第１ の１ のアに基づ

く 調査及び整備計画の策

定に要する 経費 

 
国間 

 
支援事業

費の

100％以

内 

    
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 

 

 
農業生産基

盤情報通信

環境整備事

業実施要綱 
 
農業生産基

盤情報通信

環境整備事

業実施要領 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 

 
農地計

画課 

  
県営土地

改良事業

計画調査 

市
町
村
・
土
地
改
良
区
等 

 
１  

農業競争力強化基盤整備

事業実施要綱第２ の１ の

県営事業に係る 計画調査 
 
２  

農山漁村地域整備交付金

実施要綱第２ の１ （ ２ ）

①ア農業農村基盤整備事

業のう ち、（ ア） 農地整備

事業、（ サ） 集落基盤整備

事業及び（ ス ） 農地環境

整備事業の県営事業に係

る 計画調査 

 
３  

上記以外の総合的な整備

を行う 県営事業で知事が

特に必要と 認めた事業の

計画調査 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
県単 

 
事業費の

50％以内 

 
 

 
 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。  

 
 

 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

調
査
・
団
体
営
（
土
地
改
良
事
業
） 

  
基盤整備

促進事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
１  

農業競争力強化農地整備

事業実施要綱第２ の５ に

該当する 事業で、 右記の

アの①～⑥に要する 工事

費 

 
２  

農山漁村地域整備交付金

実施要綱第２ の１ （ ２ ）

①アの( ア) で、 同実施要

領別紙１ の第２ の２ の農

業基盤整備促進事業のう

ち、 運用２ の別表 1 の区

分１ に該当する 事業で、

右記のアの①～⑥に要す

る 工事費 

 
３  

農業競争力強化農地整備

事業実施要綱（ 平成 30 年

３ 月 30 日付け 29 農振第

2604 号農林水産事務次官

依命通知） 第２ の２ 及び

農業競争力強化農地整備

事業実施要領（ 平成 30 年

３ 月 30 日付け 29 農振第

2605 号農村振興局長通

知） 別紙２ の第２ の２ に

該当する 事業で、 右記の

イ の①、 ②に要する 経費 
 
４  

農地耕作条件改善事業実

施要綱の別表の次の区分

に該当する 事業に要する

経費 

（ １ ） 区分１ に該当する

事業で、 右記のエの①、

②に要する 経費 

（ ２ ） 区分２ に該当する

事業で、 右記のアの①～

⑥に要する 工事費 

 
５   

農業水路等長寿命化・ 防

災減災事業実施要綱の別

表の次の区分に該当する

工事費 

（ １ ） 区分１ に該当する

事業で、 右記のアの①、

及び①のう ち排水施設の

整備と 一体的に 行う ③

（ 変更に限る ） に要する

工事費 

（ ２ ） 区分２ （ １ ） アに

該当する 事業で、 同実施

要領別表２ の 対策種類

（ １ ） ア（ ウ ） に該当す

る 事業で右記のウ に要す

る 工事費 

（ ３ ） 区分２ （ １ ） エに

該当する 事業で、 同実施

要領別表２ の 対策種類

（ １ ） エ（ ア） に該当す

る 事業で右記のアの①に

要する 工事費 

 
６  

農業生産基盤情報通信環

境整備事業実施要領（ 令

和７ 年 12 月 17 日付け７

農振第 2127 号農林水産

省農村振興局長通知） の

別表第１ の２ に該当する

事業で右記アの⑦に要す

る 経費 

 
７  

水利施設等保全高度化事

業実施要綱第２ の１ に該

当する 右記イ の事業、 及

び同実施要領別紙３ の第

２ の３ に該当する 右記ア

の事業に要する 経費 

 
８   

土地改良施設突発事故復

旧・ 防止事業（ 補助） 実

施要綱に掲げる 要件に該

当する 右記アの事業に要

する 経費 

 

 
国間 

 
工事費の

50％以内 
 
（ 中山間

地区の場

合は 55％

以内）  

 
１ ～６ の

う ち右記

のエの事

業： 工事

費の

100％以

内 

 
１ ０ の 

事業：  

支援事業

費の

100％以

内 

 
県複 

 
１ ～７ 及

び９ の事

業（ １ ～

６ のう ち

右記のエ

の事業を

除く ）：  

工事費の

17. 5％以

内 

（ 中山間

地区の場

合は 20％

以内）  

 
８ の 

事業：  

工事費の

27％以内 
 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜１ ～６ の対象事業＞ 

 下記のアの①～⑦に要する 工事費 

ア 基盤整備事業 

左記１ 及び２ においては、 下記①から ⑤ま での事業いずれ

か、 または２ 種類以上を併せて行う も のであって、 受益面積

の合計がおおむね５ ha 以上のも の、およ びこ れと 併せて行う

下記⑥の事業を行う も の。  

左記４ においては、 下記①から ⑥ま での事業であって、 農

業者２ 者以上のも の。  

左記５ （ １ ） においては、 下記①、 ③の事業であって、 農

業者２ 者以上のも の。  

① 農業用用排水施設 

② 農道 

③ 暗渠排水 

④ 客土 

⑤ 区画整理 

⑥ 農用地保全 

⑦ 情報通信環境整備 

 
イ  農用地等集団化事業等 

    下記①及び②の事業のいずれかに該当する も のであって、

各事業の受益面積がおおむね５ ha 以上のも の。  

① 農用地等集団化事業 

② 地形図作成事業 

 
  ウ  ため池の廃止事業 

 
エ 田んぼダム事業 

    下記①及び②の更新整備を行う 事業のいずれかに該当する

も のであって、 農業者２ 者以上のも の。  

① 畦畔 

② 排水口 

 
＜７ の対象事業＞ 

ア 施設計画策定事業 

イ  簡易整備型 

 
＜８ の対象事業＞ 

ア 土地改良施設突発事故復旧事業 

 
＜９ の対象事業＞ 

 ア 土地改良施設Ｐ Ｃ Ｂ 廃棄物処理促進対策事業 

 
＜１ ０ の対象事業＞ 

 ア 省エネルギー化推進対策事業 

 
○ 中山間地区 

中山間地域で事業を実施する 地区 

 
○ 中山間地域 

離島振興法（ 昭和 28 年法律第 72 号） 第２ 条第１ 項の規定に基

づき 指定さ れた地域（ 以下「 離島」 と いう 。） 豪雪地帯特別措置

法（ 昭和 37 年法律第 73 号） 第２ 条第２ 項の規定に基づき 指定さ

れた特別豪雪地帯（ 以下「 特別豪雪地帯」 と いう 。）、 山村振興法

（ 昭和 40 年法律第 64 号） 第７ 条第１ 項の規定に基づき 指定さ れ

た振興山村（ 以下「 振興山村」 と いう 。）、 半島振興法（ 昭和 60

年法律第 63 号） 第２ 条第１ 項の規定に基づき 指定さ れた地域（ 以

下「 半島振興対策実施地域」 と いう 。）、 過疎地域自立促進特別措

置法（ 平成 12 年法律第 15 号） 第２ 条第１ 項に規定する 過疎地域

（ 同法第 33 条第１ 項又は第２ 項の規定によ り 過疎地域と みなさ

れる 区域を含む。 以下「 過疎地域」 と いう 。）、 特定農山村地域に

おける 農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する 法律

（ 平成 5 年法律第 72 号） 第２ 条第１ 項に規定する 特定農山村地

域（ 以下「 特定農山村地域」 と いう 。）、 及び急傾斜地帯（ 受益内

の平均斜度が 15 度以上の地域（ 水田地帯をのぞく 。） をいう 。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設

定さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する（ ７ の事業

は除く 。）。  

ただし 、 市街化区域内の農用地を含めて採択せざる を得ない場合

にあっては、 必要最小限の整備水準で採択する も のと する 。  

 
５ （ １ ） については、 生産緑地法に基づく 生産緑地、 地方公共団

体と の契約・ 条例等によ り 適正な保全が図ら れている 農用地（ 市街

化調整区域内） を含むこ と ができ る 。 ただし 、 次のいずれかに該当

する 農地を受益地に含むこ と 。  

Ａ  生産物を地元直売所等で販売 

Ｂ  市民農園など 農業に親し む場を提供 

Ｃ  防災協力農地など防災の観点から 必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
農業競争力

強化農地整

備事業実施

要綱 

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
農業競争力

強化農地整

備事業実施

要領 

 
農地耕作条

件改善事業

実施要綱 

 
農業水路等

長寿命化・

防災減災事

業実施要綱 
 
農業生産基

盤情報通信

環境整備事

業実施要領 
 
水利施設等

保全高度化

事業実施要

綱 

 
土地改良施

設突発事故

復旧・ 防止

事業（ 補助）

実施要綱 

 
土地改良施

設Ｐ Ｃ Ｂ 廃

棄物処理促

進対策事業

実施要綱 

 
水利施設管

理強化事業

実施要綱 

 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

調
査
・
団
体
営
（
土
地
改
良
事
業
） 

  
基盤整備

促進事業 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
９  

土地改良施設Ｐ Ｃ Ｂ 廃棄

物処理促進対策事業実施

要綱（ 令和２ 年４ 月１ 日

付け元農振第 3407 号農

林水産事務次官依命通

知） に掲げる 要件に該当

する 右記アの事業に要す

る 経費 

 
１ ０  

水利施設管理強化事業実

施要綱（ 令和３ 年３ 月 29

日付け２ 農振第 3534 号

農林水産事務次官依命通

知） 第２ の６ （ １ ） ア又

はイ に該当する 右記アの

事業に要する 経費（ 他の

事業で補助を受ける 額を

除く 。）  

 
 
 
 

       

 
 

 
農業集落

排水事業 

市
町
村 

 
農山漁村地域整備交付金

実施要綱及び農村整備事

業実施要綱に掲げる 要件

に該当する 事業に要する

工事費 

 
 

 
国間 

 
工事費の

50％以内 
 

国直 

 
地域再生

計画に基

づき 整備

を行う も

のは工事

費の 50％

以内 

 
県複 

 
工事費の

14％以内 
 
（ 過疎地

域及び振

興山村の

場合は

21％以

内）  

 
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 

 
元利償還

金の 49％

を普通交

付税の基

準財政需

要額に算

入 

（ 事業費

補正分：

44％、 単

位費用算

入分 5％）  

 
＜対象事業＞ 

１  農業集落排水施設の新設に係る 事業で次に掲げる も の。  

農業用用排水の汚濁防止や生活環境の整備を 図る ために行

う 汚水・ 汚泥又は雨水を処理する 施設若し く はそれら の循環利

用を目的と し た施設及びこ れに付帯する 施設の整備であって、

受益戸数がおおむね 20 戸以上の施設を原則と し 、 排水路末端

受益戸数は２ 戸以上、 汚水処理施設は原則と し て処理対象人口

がおおむね 1, 000 人程度に相当する 規模以下を単位と し て計

画、 施行さ れる も の。  

以上の原則によ り がたい場合には、 関係市町村及び県の農林

担当部局と 下水道担当部局と の間で所要の協議調整を 行う も

のと する 。  

 
２  農業集落排水施設の改築に係る 事業で次に掲げる も の。  

当該改築に要する 費用の額が 200 万円以上であって、 かつ、

次のいずれかの要件に該当する 施設を対象と する も の。  

ア 維持管理が適切に行われている も のであって、 原則と し て

供用開始後７ 年以上経過し ている こ と 。  

イ  供用開始後に汚水処理の対象人口の著し い増加、 処理水の

水質基準の強化その他の既存の農業集落排水施設を 取り 巻

く 条件又は環境の変化が認めら れる こ と 。   

 
３  汚泥の循環利用を目的と し た施設においては、 農業集落排水

施設から 発生する 汚泥を 優良な有機質肥料等と し て農地等へ

還元利用する こ と を促進する 観点から 、 周辺地域から 発生する

有機物資源（ 食物残さ を含む。） を活用する こ と ができ る も の

と する 。  

なお、 有機物資源と し て家庭から 発生する 食物残さ を活用す

る 場合にあっては、 市町村の廃棄物担当部局と 所用の連絡調整

を行う も のと する 。  

 
４  汚水又は雨水の循環利用を目的と し た施設は、 水需給の逼迫

し た地域にあっては、 水資源の有効利用の観点から 農業集落排

水施設から 発生する 処理水を 雑用水に利用する ための配水施

設を含むも のと する 。  

 
５  農業集落排水緊急整備事業実施要綱（ 平成５ 年４ 月１ 日付け

５ 構改Ｄ 第 41 号農林水産事務次官及び自治準企第 90 号自治事

務次官通知） に掲げる 処理施設に係る も の。  

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。   

ただし 、 農業振興地域と 一体的に整備する こ と を相当と する 区域

内の事業についてはこ の限り でない。  

 
 
 
 

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
農村整備事

業実施要綱 

 
農地整

備課 

  
農村振興

総合整備

事業 

 
 
 
 
 
 
 
 

市
町
村
・
土
地
改
良
区 

 
農山漁村地域整備交付金

実施要綱、 農地耕作条件

改善事業実施要綱及び農

業水路等長寿命化・ 防災

減災事業実施要綱に掲げ

る 要件に 該当する も の

で、 １ から 数集落の区域

を対象地域と し て市町村

及び土地改良区、 農業協

同組合等が行う 事業に要

する 経費、 及び土地改良

区、 農業協同組合等が行

う 事業に要する 経費につ

き 市町村が補助する 経費 
 

 
国間 

 
事業費の

50％以内 

 
県複 

 
① 

工事費の

20％以内 
 
② 

工事費の

14％以内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象経費＞ 

次の事業に要する 工事費 

① 農業生産基盤整備事業 

② 農村生活環境基盤整備事業 

 
市街化区域（ 都市計画法（ 昭和 43 年法律第 100 号） に基づき 設定

さ れた区域） 内は、 原則と し て採択し ないも のと する 。   

ただし 、 農業振興地域と 一体的に整備する こ と を相当と する 区域

内の事業についてはこ の限り でない。  

 

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要綱 
 
農地耕作条

件改善事業

実施要綱 

 
農業水路等

長寿命化・

防災減災事

業実施要綱 
 
愛知県土地

改良事業等

補助金交付

要綱 

 
 
 

 
農地整

備課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

林
業
生
産
基
盤 

 
 

 
次世代林

業基盤づ

く り 事業 

 
 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

 
森林整備の効率的かつ円

滑な実施及び林業の担い

手育成や林業生産コ ス ト

の低減を図る ために必要

な林業機械の導入 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
 

 
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

 
＜工種＞ 

１  先進的な林業機械等 

２  広域利用林業機械 

３  単独・ 広域併用機械 

 
＜補助率＞ 

種別 補助率 

原則（ 以下に掲げる も のを除く ）  1/3 以内 
林業用四輪駆動ダンプト ラ ッ ク  1/4 以内 
ロ ン グリ ーチハーベス タ 、 ロ ン グリ ーチグラ ッ プ

ル、 タ ワ ーヤーダ、 架線式グラ ッ プルと 油圧集材機

と を組み合わせたシステム、 I oTハーベス タ 、 遠隔

操作伐倒機械、遠隔操作下刈り 作業車及び林業用資

材運搬ド ロ ーン 

4/10 以内 

次の（ ア） から （ ウ ） ま でをすべて満たす場合 

 
（ ア） 林野庁長官が別に定める 要領に基づき 、 施業

集約化に取り 組む能力・ 体制を有する と し て実

践体制評価を受け認定さ れている こ と 。  

 
（ イ ） 年間 5, 000 ㎥以上の素材生産実績があり 、 機

械の導入の翌年度から 起算し て５ 年目ま でに

9, 000 ㎥以上の素材生産量を達成でき る こ と 。  
 

（ ウ ） 機械の導入の翌年度から 起算し て５ 年目ま で

に都道府県が作成する 計画等に記載さ れている

素材生産性の目標値の 1. 5 倍の生産性を達成で

き る こ と 。  

1/2 以内 

 
 
 
 
 

 
森林・ 林

業・ 木材産

業グリ ーン

成長総合対

策補助金等

交付等要綱 
 
林業・ 木材

産業循環成

長対策交付

金実施要領 
 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策交付金交

付等要綱 

 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策実施要領 
 
 
 

 
林務課 

    
林業情報の一元的処理に

よ る 林業生産活動の効率

化を図る ための施設の整

備 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜工種＞ 

１  情報処理機械施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

    
特用林産物の生産基盤の

強化や作業の効率化等特

用林産物の活用体制の整

備 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜工種＞ 

１  特用樹林造成、 山菜・ 薬草等造成、 作業道等整備、 ほだ場等

造成 

２  特用林産物生産施設装置、 特用林産物生産用機械 

３  特用林産物加工・ 貯蔵施設装置、 特用林産物集出荷・ 販売施

設装置、 特用林産物加工流通用機械 

４  廃菌床等活用施設装置、 廃菌床等活用機械 

５  特用林産物防護施設装置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

    
需要動向に的確に対応し

た地域材の安定的･効率

的な供給体制を構築する

ための木材加工流通施設

の整備 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

（ ただ

し 、 木材

集出荷用

機械のう

ち原木輸

送用ト ラ

ッ ク は

1/3 以内） 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜工種＞ 

１  木材製材施設装置、 集成材加工施設装置、 合・ 単板加工施設

装置、 プレカッ ト 加工施設装置、 チッ プ加工施設装置、 大径材

製材施設装置、 木材加工施設装置、 木材材質高度化施設装置、

丸棒加工施設装置、 杭加工施設装置、 木材処理加工用機械、 品

質向上・ 物流拠点施設装置、 新し い木材活用のための加工供給

施設装置、 直交集成板加工施設装置 

 ２  木材集出荷販売施設装置、 木材集出荷用機械 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

林
業
生
産
基
盤 

 
次世代林

業基盤づ

く り 事業 

 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

 
森林及び木材の加工過程

で発生する バイ オマス を

活用する ために必要な施

設の整備 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
＜工種＞ 

１  森林バイ オマス 加工施設装置、 森林資源再処理施設装置、 森 
林バイ オマス 再利用促進用機械 

 ２  木質エネルギー等利用促進施設装置、 木質エネルギー等利用

促進用機械 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
森林・ 林

業・ 木材産

業グリ ーン

成長総合対

策補助金等

交付等要綱 
 
林業・ 木材

産業循環成

長対策交付

金実施要領 
 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策交付金交

付等要綱 

 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策実施要領 
 
 

 
林務課 

    
地方公共団体の方針に基

づく 公共建築物の整備 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 

  
＜工種＞ 

１  木造公共施設、 木製外構施設、 附帯施設 

２  木質内装 

 
＜国庫補助率＞ 

工種１ の場合は建築費の 15％以内。 工種２ の場合は建築費の

3. 75％以内。 次に掲げる 項目に該当する 施設費については、 特にモ

デル性が高いも の等と し て交付率を 1/2 以内。  

① Ｃ Ｌ Ｔ 等の強度又は耐火性に優れた建築用木材を構造耐力上

主要な部分に活用する 建築物 

② 耐火建築物又は三階建ての準耐火建築物 

③ 角材を活用し た壁柱や重ね梁を活用し た建築物 

④ 激甚災害によ り 被災し た公共建築物を木造で再建する 場合、

又は同災害から の復興に係る 公共建築物を木造で整備する 場合

（ ただし 、「 激甚災害に対処する ための特別の財政援助等に関す

る 法律」 に基づき 指定さ れた激甚災害であり 、 同法の規定に基

づく 特定地方公共団体において当該激甚災害が発生し た年度及

びこ れに続く ２ ヵ 年度以内に整備する 公共建築物に限る 。）  

工種２ の場合は木質内装部分に係る 事業費に 1/2 を乗じ て得た金

額を超えないこ と 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    
未利用間伐材・ 林地残材

等の収集・ 運搬の効率化

に資する 機材等の整備を

行う 事業 

 

 
国間 

 
事業費の

1/2 以内 

 
 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 

  
＜工種＞ 

１  未利用間伐材等活用機械 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

林
業
生
産
基
盤 

  
次世代林

業基盤づ

く り 事業 

 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

  
未利用木質資源をバイ オ

マス エネルギー又は製品

の原料と し て活用する た

めに必要な施設の整備を

行う 事業 

 

 
国間 

 
事業費の

1/3 以内 

 
（ ただ

し 、「 地域

内エコ シ

ス テム」

の構築等

に資する

取組であ

る 場合は

1/2 以内） 
 
 
 
 
 
 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 

  
＜工種＞ 

１  木質バイ オマス 供給施設装置、 木質バイ オマス エネルギー供

給用機械 

 
 

 
森林・ 林

業・ 木材産

業グリ ーン

成長総合対

策補助金等

交付等要綱 
 
林業・ 木材

産業循環成

長対策交付

金実施要領 
 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策交付金交

付等要綱 

 
合板・ 製

材・ 集成材

国際競争力

強化・ 花粉

削減総合対

策実施要領 
 
 

 
林務課 

    
未利用木質資源を燃料と

し て利用する ために必要

な施設の整備を行う 事業 

 
国間 

 
事業費の

1/3 以内 

 
（ ただ

し 、「 地域

内エコ シ

ス テム」

の構築等

に資する

取組であ

る 場合は

1/2 以内） 
 
 
 
 
 
 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 
 

 
 

 
＜工種＞ 

１  木質バイ オマス エネルギー利用施設装置 

 

 

    
コ ンテナ苗生産基盤施設

及び普通苗の干害に備え

たかん水施設等の整備に

よ る 苗木全体の安定的な

生産・ 供給体制の整備 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。

（ 説明欄

参照）  

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

  
＜工種＞ 

１  コ ンテナ苗生産施設装置等、 コ ンテナ苗生産機械器具、 コ ン

テナ苗生産資材 

２  幼苗生産施設装置等、 幼苗生産機械器具、 幼苗生産資材 

３  普通苗かん水施設等 

 
＜補助率＞ 

事業計画期間内における  

コ ンテナ苗増産本数 
補助率 

１ 万本未満 4/10 以内 

１ 万本以上５ 万本未満 1/2 以内 

５ 万本以上 6/10 以内 

 
 
 
 
 
 

 

    
効率的かつ安定的な林業

経営等を継続的に行う た

めに必要な林業機械のリ

ース 導入 

 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。

（ 説明欄

参照）  

    
＜工種＞ 

１  林業機械導入 

 
＜補助率＞ 

 
種別 補助率 

原則（ 以下に掲げる も のを除く ）  1/3 以内 
林業用四輪駆動ダンプト ラ ッ ク  1/4 以内 
ロ ン グリ ーチハーベス タ 、 ロ ン グリ ーチグラ ッ プ

ル、 タ ワ ーヤーダ、 架線式グラ ッ プルと 油圧集材機

と を組み合わせたシステム、 I oTハーベス タ 、 遠隔

操作伐倒機械、遠隔操作下刈り 作業車及び林業用資

材運搬ド ロ ーン 

4/10 以内 

次の（ ア） から （ ウ ） ま でをすべて満たす場合 

 
（ ア） 林野庁長官が別に定める 要領に基づき 、 施業

集約化に取り 組む能力・ 体制を有する と し て実

践体制評価を受け認定さ れている こ と 。  

 
（ イ ） 年間 5, 000 ㎥以上の素材生産実績があり 、 機

械の導入の翌年度から 起算し て５ 年目ま でに

9, 000 ㎥以上の素材生産量を達成でき る こ と 。  
 

（ ウ ） 機械の導入の翌年度から 起算し て５ 年目ま で

に都道府県が作成する 計画等に記載さ れている

素材生産性の目標値の 1. 5 倍の生産性を達成で

き る こ と 。  

1/2 以内 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

林
道 

 
林道開設

事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

   
林業生産性の向上、 森林

の適正な管理、 山村地域

の振興を 図る た めに林

道の開設を行う 事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国間 

 
事業費の

4. 5/ 10 
 
（ 振興山

村及び過

疎地域に

の場合は

5/10）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
県複 

 
事業費の

3/ 10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

  
＜採択基準＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
森林環境保

全整備事業

実施要綱 

 
森林環境保

全整備事業

実施要領 

 
農山漁村地

域整備交付

金実施要領 
 
愛知県林業

振興対策事

業補助金等

交付要綱 

 
 

 
森林保

全課 

  
林道改良

事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

 
通行車両の安全走行の確

保、 林道の機能向上、 災

害の防止等を図る ため、

既設林道の改良を行う 事

業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
国間 

 
<幹線> 

事業費の

5/ 10 
 
<その他> 
事業費の

3/ 10 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
県複 

 
<幹線> 

事業費の

2/ 10 
 
<その他> 
事業費の 
3/ 10 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜採択基準＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

  
林道舗装

事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

  
林道の 維持管理費の 軽

減、 通行車両の走行性の

向上等を図る ため、 既設

林道の舗装を行う 事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
国間 

 
<幹線> 

事業費の 
1/ 2 
 
<その他> 
事業費の

1/ 3 
 

 
県複 

 
<幹線> 

事業費の 
1/ 6 
 
<その他> 
事業費の

1/ 3 
 
 
 
 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜採択基準＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

  
小規模林

道事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市
町
村
・
森
林
組
合
等 

  
国庫補助事業を補完し 林

道網の整備拡充を図る 事

業 

  
県単 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

 

  
＜採択基準＞ 

種別 採択基準 

開設 

利用区域面積( ha)  開設効果指数 

30ha 以上 0. 6 以上 

10ha 以上 30ha 未満 0. 9 以上 

改良 
・ 林道台帳に登載 

・ １ 箇所の事業費が 100 千円以上 

舗装 

・ 林道台帳に登載 

・ 事業費が 500 千円以上 

・ 集落管を結ぶ路線等 

危険地

対策 

・ 林道台帳に登載 

・ １ 箇所の事業費が 800 千円以上 

・ 一定要件林道 

調査 
・ 林道台帳に登載 

・ １ 地区の事業費が 100 千円以上 

 
＜県補助率＞ 

種別 

補助率 

過疎地域・ 振興山村地域 その他 

財政力指数

0. 35 以下 
財政力指数

0. 35 超 

財政力指数

0. 35 以下 
財政力指数

0. 35 超 

開設 
事業費の

7/10 以内 
事業費の 

2/3 以内 
事業費の 6/10 以内 

改良 
事業費の

6. 5/10 以内 
事業費の

6/10 以内 
事業費の

6. 5/10 以内 
事業費の

6/10 以内 

舗装 事業費の 2/3 以内 
事業費の 1/2 以内 

組合施行の場合は 6/10 以内 

危険地 
対策 

事業費の

7/10 以内 
事業費の 

2/3 以内 
事業費の 6/10 以内 

調査 事業費の 2/3 以内 事業費の 6/10 以内 
 

 
愛知県林業

振興対策事

業補助金等

交付要綱 

 

 

― 59 ―



施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

県
産
木
材
利
用
施
設
（
あ
い
ち
森
と
緑
づ
く
り
事
業
） 

 
木の香る

都市づく

り 事業 

市
町
村
、
民
間
事
業
者
等 

 
森林整備の意義や木材

活用の効果について普及

啓発を進める ため、 多く

の県民が利用する Ｐ Ｒ 効

果の高いモデル的な施設

の木材利用に対し て支援

する 事業 

  
県単 

 
補助率は

対象経費

の 1/2 以

内（ ただ

し 、 木造

施設の場

合、 床面

積１ ㎡当

たり  

10 万円を

乗じ た額

のいずれ

か低い額

と する 。）  
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

  
＜対象経費＞ 

一般の県民が利用する 県内の民間施設等でのあいち認証材を利用

し た木造化、 内装木質化、 木製備品を導入する 経費。（ ただし 国庫補

助事業、 その他の補助金の交付の対象と なる 経費は除く 。）。  

  
＜対象施設＞ 

 市町村が整備する 施設については、400m2 以上の広域的な集客施設

に限る 。  

 
＜補助限度額＞ 

木製備品の導入については、 １ 施設当たり ３ 百万円を補助限度額

と する （ 木造化、 内装木質化と 併せて導入する も のに限る 。）。  

 
＜採択＞ 

 交付対象の選定にあたっては、 外部有識者等で構成さ れる 事業選

定委員会を設置し 、 事業の実施効果等を審査し 、 決定する 。  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
あいち森と

緑づく り 事

業交付金交

付要綱 

 
森林保

全課

（ 林務

課）  

漁
業
生
産
基
盤 

 
漁業生産

力強化総

合対策事

業 

市
町
村
、
漁
業
協
同
組
合
連
合
会
等 

  
沿岸漁業地域における 漁

村の活性化を図る ため、

市町村及び漁業協同組合

等が実施する 施設整備、

修繕等の事業 

 
 

 
  
 

 
 

 

 
県単 

 
事業費の 
1/2 以内 
 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
 

 
 

 
＜対象経費＞ 

１  防災対策推進事業 

 漁業関連施設の耐震強化 

２  地先漁場生産力向上事業 

 漁場耕う ん、 干潟の修復、 築いそ等  

３  衛生管理強化事業 

  荷捌き 施設、 製氷施設、 冷凍冷蔵施設の衛生管理強化を目的

と し た改修 

４  就労環境改善事業 

  浮桟橋、 フ ォ ーク リ フ ト 等の整備 

５  機能統合推進事業 

 機能統合によ り 不用と なった施設の撤去 

 
＜補助率＞ 

 補助事業費及び間接補助事業費の1/2以内 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
漁業生産力

強化総合対

策事業実施

要領 

 
水産課 
 
 

漁
港 

 
漁港漁場

機能高度

化統合事

業 

市
町
村 

 
漁港施設等の有効活用を

図る ために改良等を 行う

事業 

 
 
 

 
国間 

 
本土にあ

っては、

事業費の

3/6 以内 

 
県複 

 
本土にあ

っては、

事業費の 
1. 4/6 以

内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
＜漁港施設＞ 

次に掲げる 施設であって、 漁港の区域内にある も のをいう 。  

１  基本施設外郭施設（ 防波堤等) 、 係留施設( 岸壁等) 、 水域施

設( 泊地等)   

２  機能施設（ 輸送施設、 漁船漁具保全施設等)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
水産基盤整

備事業補助

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
水産課 

  
地域水産

物供給基

盤整備事

業 

市
町
村 

 
沿岸漁業及び増養殖の振

興に資する 漁港を地先の

漁場と 一体的に整備する

事業 

 

 
国間 

 
本土にあ

っては、

事業費の

5/10 以内 

 
県複 

 
本土にあ

っては、

事業費の

2. 45/10

以内 

 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
水産基盤整

備事業補助

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
水産課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

漁
港 

 
離島広域

漁港整備

事業 

 

市
町
村 

 
水産物の生産・ 流通の拠

点づく り を推進し 、 水産

物の安定供給に資する も

ので、 漁港施設を整備す

る 事業 

 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
県複 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
離島振興

地域対策

実施地域

にあって

は本来分

について

も 元利償

還金の

50％を基

準財政需

要額に算

入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
＜対象漁港施設＞  

次に掲げる 施設であって、 漁港の区域内にある も のをいう 。  

１  基本施設 

外郭施設( 防波堤等) 、 係留施設( 岸壁等) 、 水域施設( 泊地

等)   

２  機能施設( 輸送施設、 漁船漁具保全施設等)  

 
＜国庫補助率及び県補助率＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜公共事業等債の本来分について交付税措置さ れる 対象事業＞ 

離島振興対策実施地域について、平成 26 年度以降に地震津波対策

と し て行われる 公共事業のう ち、 特に離島の防災機能強化に資する

事業が対象。  

 
 
 

 
水産基盤整

備事業補助

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 

 
水産課 
 

  
漁港関連

道整備事

業 

 

市
町
村 

 
主要道路と 漁港を結ぶ連

絡路の新設及び改良 

 
国間 

 
本土にあ

っては、

事業費 

の 5/10以

内 

 

 
県複 

 
補助事業

費の

2. 1/10 以

内 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費（ 営繕費を除く ）  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
農山漁村地

域整備交付

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
 
 
 
 

 
水産課 
 

  
漁港環境

整備事業 

 

市
町
村 

 
漁港区域内の環境向上の

ための施設を整備する 事

業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国間 

 
事業費 

の 2/4 以

内 

 
県複 

 
事業費 

の 0. 7/4

以内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
 

 
農山漁村地

域整備交付

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
 
 
 

 
水産課 
 

  
漁業集落

環境整備

事業 

 

市
町
村 

 
漁港機能の増進と 背後集

落における 生活環境の改

善を総合的に図る 事業 

 
 
 
 
 
 

 
国間 

 
事業費 

の 5/10以

内 

 
県複 

 
事業費 

の 2. 1/10

以内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
＜下水道事業債を充当する こ と ができ る 事業内容＞ 

 漁業集落排水施設整備 

 
農山漁村地

域整備交付

金交付要綱 
 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
 
 
 
 

 
水産課 
 

       
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 

 
元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 事業費

補正分：

44％、 単

位費用算

入分 5％）  
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施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

漁
港 

 
漁村コ ミ

ュ ニティ

基盤整備

事業 

市
町
村 

 
交流基盤施設等を 整備

し 、 都市と 漁村の交流、

漁村の活性化を図る 事業 
 
 
 

 
国間 

 
事業費 

の 2/4 以

内 

 
県複 

 
事業費 

の 0. 49/4

以内 

 
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

  
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
 

 
水産関係地

方公共団体

交付金等交

付要綱 

 
農山漁村振

興交付金交

付要綱 

 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
水産課 
 

  
漁港有効

活用等整

備事業 

市
町
村 

 
国庫採択を受けら れない

規模未満の漁港を対象に

漁港機能の維持や利活用

に資する 施設を整備する

事業 

 

  
県単 

 
本土地区

は 1/2 以

内 

離島地区

は 2/3 以

内 

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 

  
＜対象事業費＞ 

工事費( 営繕費を除く )  

  
 

 
水産業振興

対策事業補

助金交付要

綱 

 
漁港有効活

用等整備事

業実施要領 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
水産課 
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